
次世代育成支援対策推進法に基づく東京都後期行動計画策定の考え方

◆ 次世代育成支援対策推進法（平成17年4月1日施行）※平成27年3月31日を期限とする10年間の時限立法

→国が定める指針に即して、都道府県は５年を１期とする「行動計画」を策定し、次世代育成支援に関する１０年間の集中的・計画的な取組を推進する。
◆ 次世代育成支援地域行動計画策定指針（平成15年8月）

→自治体は、次世代育成支援対策推進法に基づく５年を一期とした計画を平成１６年度中に策定し、５年後に見直す。（前期17～21年度 後期22～26年度）
→次世代育成支援対策推進法による施策は、各年度において実施状況を把握、点検しつつ、実施状況を公表する。

① 地域における子育ての支援
② 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保

及び増進
③ 子どもの心身の健やかな成長に資する

教育環境の整備
④ 子育てを支援する生活環境の整備
⑤ 職業生活と家庭生活との両立の推進
⑥ 子ども等の安全の確保
⑦ 要保護児童への対応など決め細やかな

取組の推進
※①～⑤までは、次世代育成支援対策推進

法第９条1項に規定。

行動計画（前期）策定指針に
おける７つの事項

①若者の自立とたくましい子どもの育ち
②仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し
③生命の大切さ、家庭の役割等についての理解
④子育ての新たな支え合いと連帯

◆ 児童環境づくり推進協議会（平成15年12月提言）

◆ 東京都児童福祉審議会
◆ 次世代育成支援懇談会
◆ 平成14年度東京都社会福祉基礎調査

その他 東京都の施策・会議

① 地域で安心して子育てができる新たな仕組み
づくり

② 仕事と家庭生活の両立の実現

③ 次代を担う子どもがたくましく成長し自立する
基盤づくり

④ 特別な支援を必要とする子どもや家庭の自立
支援

⑤ 子どもの安心・安全の確保と子育てを支援する
環境づくり

東京都行動計画（前期計画）における５つの目標

少子化社会対策大綱（平成16年6月）

における４つの重点課題

基本理念（第３条）
次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育
てについての第一義的責任を有するという基本的
認識の下に、家庭その他の場において、子育ての
意義についての理解が深められ、かつ、子育てに
伴う喜びが実感されるように配慮して行われなけ
ればならない。

次世代育成支援対策推進法
（平成17年4月1日施行）

① すべての子どもたちが個性や創造力を伸ばし、
次代の後継者として自立する環境を整える。

② 安心して子どもを産み育て、子育ての喜びを
実感できる社会を実現する。

③ 社会全体で、子どもと子育て家庭を支援する。

東京都行動計画（前期計画）における３つの理念
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